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I はじめに 

CSR(Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任)という経営用語が、現在、

世界中の有力な企業の間で、経営の重要テーマとして注目されている。ISO(国際標準

化機構)では、CSR を ISO9000（品質マネジメント規格）、ISO14001（環境マネジメント

規格）に続く第 3 世代のマネジメントシステム規格と位置づけ、CSR の規格化が進め

られている。つまり、営利を目指してきた従来の企業経営の在り方に根本的な評価が

加えられ、その社会的責任を具体的に追求するシステムが求められるようになったの

である。 

「企業は社会の一員として社会的責任を果たすべき」というテーマは、過去に何度も 

経営課題として取上げられており、日本では公害問題が巻き起こった1970年代に盛ん 

に論じられた。しかし、最近になって、CSRへの取組の必要性が再び呼ばれ始めた理 

由は、企業を取り巻くステークホルダーの価値観が変化し、より社会と調和した新し 

い企業経営を求め始めていることによる。機関投資家、消費者、NGOやNPO等のステ 

ークホルダーは、社会的責任という視点から企業経営のあり方を正そうとする行動を 

展開し始めている。 

  こうした動きに対して、企業は、最も強力な株主というステークホルダーから寄せ

られる「経済的要請」と株主を含む幅広いステークホルダーから求められる「社会的

要請」とのディレンマに悩んでいる。特に社会的要請の影響力が増大していることは、

企業経営者として見逃せない環境変化である。これまで、経済的要請に十分に応える

ことに注力し、事業活動に邁進してきた企業が、一方で社会的要請を新たに突きつけ

られ、対応を迫られている。 

 本論では、CSR経営の定義を明らかにした上で、CSR経営の意義を論じ、企業の取り 

巻く社会の変化を理解することによって、企業の競争優位を築く為のCSR経営の実践

のステップ及びその要点を考察する。 

本文IIは、CSR経営を定義する試みである。筆者は、日本におけるCSR経営の史的

展開を概説してから、CSR経営を取組む対象と領域の2つの方向から定義した。また、

CSR経営の意義を論じている。 

IIIでは、ステークホルダーである投資家、消費者、取引先及びNPO・NPOの視点か

ら、CSR経営を取り巻く社会の変化を説明している。また、CSRの規格化も企業のCSR

経営を迫られる。 

  IVでは、競争優位を築く為のCSR経営の実践する際に、その姿勢及びCSR経営ビジ

ョンの策定、戦略の構築、PDCAの仕組みの構築の3つのステップを分析している。 

  本論の最終となるVは、CSR経営の展開に向けての結語である。 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II  CSR 経営とは 

(1)CSR 経営の経緯 

日本で企業の社会的責任論が本格的に登場したのは、戦後の復興が始まる1949年の

山城の「経営の社会的責任論」以降である。これはハーバード大学における卒業生の

集いである「交友会」にて戦後社会における企業の社会的責任議論を山城が日本に紹

介したのである（1）。このことが契機となり、1956 年には、経済同友会の｢経営者の社

会的責任の自覚と実践｣が契機となり提起され、その後の 1960 年代の公害問題に引き

継がれていく。 

1973年には第１次石油危機で企業の買い占め、売り惜しみが起こり、社会的責任論 

が再浮上した。次いで1996�™97年にかけて銀行・証券業界などの反社会的勢力団体と 

の癒着（当時の総会屋疑惑）が頻発し、企業倫理問題としての社会的責任が本格的に 

問われ始め、これを契機に1996年に新企業行動憲章が改正、政財界をあげて企業倫理 

への本格的な取り組みが開始された。 

 

(2)CSR 経営の定義 

ISO の規格化をテーマとして世界的関心が高まりつつある CSR であるが、その定義

はそれぞれの国により、また論者によりさまざまである。何故なら、それはCSRが問

われているその背景が、国家や地域、企業により異なっていたからである。したがっ

て、ここでCSR経営を論じるにあたり、その定義を明確にしなければならない。 

  本論では、CSR 経営とは「企業組織と社会の健全な成長を保護し、促進することを

目的として、社会に積極的に貢献していく為に、企業内外に働きかける制度的義務と

責任を実現する企業行動」と定義する。 

  筆者が論じるCSR経営についてその定義の前提として次の２つの枠組みを提起した

い。 

①対象としてのステークホルダー 

 CSR経営を実践する対象として、「企業内へのベクトル」と「企業外へのベクトル」

がある。これは言葉を変えれば企業のステークホルダーということになる。ステーク

ホルダーの定義には様々な論者がいるが、本論ではステークホルダーを“消費者、従

業員、株主・投資家、NPO、地域社会、地球環境等、企業を取巻く内外の利害関係者”

と定義する。 

  企業は社会的公器としての側面からみれば、企業は企業自身を取巻くステークホル

ダーとの共生・満足を中心とした、新しい経営スタイルを確立しなければならない。

ステークホルダーの満足を追求する企業行動は、企業の持続可能な成長や発展の根幹

を成すものである。 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②領域は、「守りの倫理」と「攻めの倫理」（2） 

CSR経営とは、「企業組織と社会の健全な成長を保護し、促進することを目的として、 

社会に積極的に貢献していく為に、企業内外に働きかける制度的義務と責任を実現す 

る企業行動」と定義した。CSR経営の取組む領域に関しては、「企業組織と社会の健 

全な成長を保護し、促進することを目的」として、次の２つの領域に区分して考える。  

第1は、上記の目的を保護する意味から「守りの倫理」の領域があげられる。これ 

は社会や企業をさまざまなリスクから保護する活動であり、社会に企業に対するネガ 

ティブな意味を持つ倫理違反の行動、即ち一般的に言われる不祥事の発生を未然に防 

ぐ「守りの倫理」の活動である。 

  第2は、前記の「企業組織と社会の健全な成長を保護し、促進することを目的」を

達成する為に「積極的支援をする」活動であり、社会の福祉や健全な成長を積極的に

促進する「攻めの倫理」の領域である。 

  社会が健全な成長をしつづける為には、法律違反や倫理的違反行動等社会に悪影響

を及ぼす活動を未然に防ぐと共に、社会の健全な成長及び発展に貢献するよう積極的

な支援活動が求められる。それは企業が社会的存在として認められ、地域や社会に存

在する一市民としての企業市民の活動であり、個人が社会に貢献すると同様に企業が

社会的公器として存在意義を発揮する重要な意義を持つものである。 

 

IIICSR 経営の意義 

企業が社会の一員としてCSRに取り組んでいくことは、環境の保護、社会問題等に

関する個人レベルの意識改革等にも通じ、社会全体としての持続的発展に大きな意義

がある。他方で、企業がCSR経営に取組むことによる企業自身の意義もある。企業に

とっての意義は、以下の5点が揚げられる。 

①リスク・マネジメントの強化 

  多くの企業で不祥事が相次いで明るみに出た。このような事件が、コーポレートガ

バナンスの機能不全、問題を隠蔽する企業体質、経営トップと現場との乗離、消費者

の視点の欠落等の問題点を露呈させた結果、国民や投資家は多くの企業に対して懐疑

的な目を向けざるを得なくなった。 

  CSR への積極的な取組は、各側面について生じうるリスクを十分に検討分析し、実

態を把握すると共に対策を事前に講ずることに繋がる。それにより、リスクを回避で

きる可能性が高まることが確実である。 

  ②優秀な人材の確保 

  グローバル経済や情報化社会が進展するにつれ、優秀な人材を獲得して能力を最大

限に引き出す職場環境を実現することが企業にとって従来以上に重要になってきてい

る。 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また、少子高齢化の進展により、生産年齢人口の割合は、1995年には60％、2050年 

には55％まで低下するとされている（3）。 

  こうした状況を踏まえ、企業は優秀な人材の獲得の為の差別化戦略作りに取組む必

要がある。近年、企業の理念やビジョンを就職先の選択の鍵と考える人が増加しつつ

あり、CSR に対する企業姿勢を明確化することで差別化を図ろうとする動きが広がっ

ている。また、CSR への取組が従業員の誇りや社内の団結力の強化に繋がると評価す

る企業もあり、労働市場が流動化する中、優れた人材に長く勤めてもらう為の有効な

一手段としても注目されている。 

  ③経営効率化 

CSR の取組を促進する為に、経営や組織体制を見直すことは無駄の排除や適正な資

源配分に通じ、経営の効率化に繋がる。例えば、温室効果ガスの排出削減や農薬の使

用削減といった環境対策の推進等、環境パフォーマンスの向上を目的とした取組の多

くが、コスト削減に繋がる。リサイクルの取組の多くは廃棄コストを削減し、リサイ

クル原材料の販売による収入を生み出している。人事部門では、フレックス制やその

他の仕事と生活のバランスを支援するプログラムによって長期欠勤を減らし、従業員

の離職率を下げることが出来、生産性を向上させると共に雇用及び研修コストの増加

による会社の出費を抑えることが出来る。 

④市場の拡大 

  社会的責任を果たしていると認識されている企業の製品やサービスの市場規模拡大

は大きくかつ成長しつつあることを、数多くの研究が示唆している。事業においては

先ず顧客の重要な購入基準（価格、品質、有用性、安全性、利便性等）を満たさねば

ならない一方、その他の価値基準（工場での搾取や児童労働とは無縁の工程で製造さ

れた衣料品、環境負荷が小さい、遺伝子組換えの原材料を用いていない等）を理由と

して、買いたい、又は買いたくないという判断をするケースが広がりつつあることを

示している。また、環境対策や商品・サービスにおける安全性の考慮は、新商品、新

サービスといった新たな市場の開拓に繋がる可能性がある。 

  ⑤ブランド価値の向上 

  コーポレート・ブラントは、無形資産として近年脚光を浴びている。何故なら、市

場が成熟するにつれてコーポレート・ブランドこそが消費者の製品・サービスの選択

の動機として重要な役割を果たすようになってきているからである。こうした理由か

ら、CSR への積極的な取組は顧客のブランド・ロイヤリティーを高める効果があると

考えられている。 

  環境、女性の活躍、フェアトレード等、CSR への取組をコーポレート・ブランドの

強化に役立ているケースは、日本にも海外にも数多く見出すことが出来る。米国では、 

毎年「Global Most Admired Company」や「World’s  Most Respected Company」等が発
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表されており、世界から注目を集めている。 

 

 

III  企業を取り巻く社会の変化 

(1)高まる「社会的要請」 

  1990年代に入ってから、地域住民や従業員、NGO 、消費者、株主等のステークホル 

ダーが、具体的な課題の改善を要請し、結果として企業は戦略的対応を迫られること 

になった。このように近年、CSRを取り巻く潮流は大きく変化してきている。その要 

因として、投資家、消費者、取引先、NGO・NPO等の意識や行動が変化してきている 

ことが挙げられる。 

 まず、投資家の視点では、SRI（社会的責任投資）が欧米を中心に拡大していること 

で、企業は資金調達や株主提案等の側面から対応を迫られつつある。SRIとは、社会 

性の高い企業に積極的に投資しようとする動きで、米国では、資産運用会社の運用資 

産総額の約12％が社会性評価機関等の社会選択を経ているほどに拡大している（4）。 

 日本では、初めて環境・社会貢献ファンドを登場したのが1999年夏であった（5）。そ 

れから5年経った現在、その社会的認知が進む中で、環境だけでなく消費者対応、雇

用、社会貢献更にはサステナビリティ等の視点から企業を評価するSRIファンドが10

本近く発表されている。その資産残高の合計は約 1300 億円（6）と多くはないが、海外

から見ると重要な投資評価の指標に育ってきている。投資家の割合が比較的高い企業

や、海外投資家を重視する企業にとっては、重要な視点になりつつある。 

 

  
$ 
¯ �����®	Â�J �d �¿�› �b �” �Ì �t �z �' �À�w�þ �q �$ 
y �Ú�› �ß�€ �t �Ö�• �o �d �¿
Q�…�› �æ�O�‚ �V�i �q ��

�� �� �� �� �S�ß�Q�p �b �T�¯ ��

         
        (出所)『社会的責任投資に関する日米英３か国比較調査報告書平成１５年』から筆者が 

              加工し作成した 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また、個人投資家に関しても、社会的責任投資に対する潜在的な興味は決して小さ

くはないという調査結果も出ている。環境省が2002年に実施した「社会的責任投資に 

関する日米英３か国比較調査」（図表 1）によると、9割近い日本の個人投資家が、 

「証券投資の際に企業の社会的責任を考慮に入れるべき」と考えていることが明かに 

なった（7）。こうした個人投資家の存在は、日本においても今後SRI市場の一層の拡大 

を示唆しているといえるだろう。 

次に、消費者の視点では、商品やサービスを見る消費者の眼が一段と厳しくなって 

いることで、企業の商品の売り行きを左右する事態が生じている。企業がグローバル 

市場で資材調達、生産、販売活動を広く行うようになるに伴って、特に欧米の取引先 

や消費者の「この製品・商品はどのような労働環境、環境配慮の下で生産されたのか」 

という関心への対応が求められるようになった。 

日本の市場ではまだ関心が低いが、欧米の消費者や国際NGOの目は、企業が生産す 

る製品や提供するサービスそのものだけでなく、その製品の原材料の採取において環 

境に負荷がかかっていないか、サプライヤーが法律を遵守しているか等、企業のサプ 

ライチェーン全体の管理に及びつつある。消費者の意識の高まっていることに加えて、 

消費者の判断を促す情報が多く提供され始めていることから、企業は見かけではなく、 

実質的側面から課題解決に取組む必要に迫られている。 

  例えば、1990年代、ナイキはインドネシアやベトナム等東南アジアの生産委託先工 

場における強制労働、児童労働、低賃金労働、長時間労働の問題が露呈した。これに 

NGOらが反発して反搾取工場運動を展開し、消費者によるナイキ製品の不買運動や学 

生デモに発展した。不買運動は、米国でけでなく、カナダ、オーストラリア、欧州に 

までに拡大し、ナイキは売り上げ減少等の経営面での影響を受ける結果となった（8）。 

  更に、取引先の視点では、企業間取引や行政委託において、社会的要件を満たして

いることを取引要件の1つとする企業や自治体が現れていることで、取引先の見直し

という事態に直面することも想定しておかなければならない。この視点から欧米の

SRI評価機関の多くは、評価項目として“サプライチェーンマネジメント(SCM)”を採

用している。 

例えば、イオンが提供するプライベートブランド商品に「トップバリュ」という商

品群がある。同社は、トップバリュの製造委託先を対象に独自の法令遵守ルールを設

け、品質管理でけでなく、製造過程まで責任を持つ体制を築いている。製造を受託す

る企業は、国内外の取引までチェックを求められている上、違反が改善されない場合

には、取引先の見直しも検討される。ビジネス・バリューチェーンの上流、下流の双

方に向かって、CSRの取組が影響を与え合うようになっている（9）。 

最後に、NPO・NGOの視点である。企業とNGO・NPOの間には、これまで多くの対立関

係があった。企業の生産活動、事業活動に対して、環境や社会性の面からNGO・NPOが
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反対運動を起し、それが企業活動に大きな影響を及ぼした事例も少なくない。無論、

そういった「対立」が全くなくなったわけではないが、近年になって企業とNGO・NPO

の連携の事例が表れるようになった。関係が変化した原因としては、1960年代から1970

年代にかけて行われた株主行動、ボイコット、不買運動など様々なNGO・NPOのキャン

ペーンを通じて、企業がNGO・NPOのキャンペーンに晒されることによるリスクを認識

したこと、1980年代以降NGO・NPOの数が増加し、社会的に大きな影響力を持つように

なったこと、等が挙げられる。 

(2)進む CSR の規格化 

  ステークホルダーの要請を受け、企業に自主的な取組を支援する動きとして、CSR

に関するガイドライン化、規格化の論議が盛んに行われている。 

 

                    
$ 
¯ ���� �&�A�‰�� �q �	�' �À
° �A�, 	j �H �� 
[ �������� �å �
��
  I  企業の社会的責任(CSR)  II  コーポレート・ガバナンス 

1.市場  持続的な価値創造と新市場創造 

顧客に対する価値の提供 

株主に対する価値の提供 

自由・公正・透明な競争・取引 

信頼の構築 

1.理念とリーダーシップ 

2.環境  環境経営を推進するマネジメント体制 

環境負荷軽減 

ディスクロージャーとコミュニケーション 

信頼の構築 

2.マネジメント体制 

3.人間  優れた人材の登用と活用 

従業員の能力向上 

ファミリー・フレンドリーな職場環境 

働きやすい職場環境 

3.コンプライアンス 

4.社会  社会貢献活動の推進 

ディスクロージャーとパートナーシップ 

政治・行政との適切な関係 

国際社会との協調 

信頼の構築 

4. ディスクロージャーとコミュ

ニケーション 

 

                                  (出所)  経済同友会第15回企業白書をもとに筆者が作成した 

 

  企業内部の規格化としては、「SA8000」(米国のソーシャル・アカウンタビリティ・

インターナショナル発行)や「ECS2000」(日本の麗澤大学企業倫理研究センター発行)

等の規格があり、更に社会的責任のISO規格化の検討が、経済産業省や財団法人日本

規格協会等を中心に進められている（10）。 

経済団体もCSRに関する動きが最近になって活発化してきた。経済同友会は2003年 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3月に第15回企業白書「「市場の進化」と社会的責任経営」という報告書（11）をまとめ、 

CSRの基本的な考え方、CSRの観点からの評価シート等を公表している。評価基準は、 

「市場」「環境」「人間」「社会」「コーポレート・ガバナンス」の5つ分野にわたる 

110項目から構成されており、図表2の通り分類されている。 

 

 

IV  競争優位を築く為の CSR 経営の実践 

(1)CSR 経営の姿勢 

  CSR経営への取組が今後一段と強化されることは間違いないが、企業は、まずCSR 

経営に取組む経営的意志を明確してから着手することを忘れてはならない。CSR経営 

への取組の目的は、社会的責任を果たすことによって、企業の競争優位を築き、将来 

の成長基盤を整えること、更には企業価値向上といった究極の目的を達成することで 

あり、経営的意志を見据えなければCSR経営は成功しない。企業経営者は戦略的思考 

をもって、CSR経営に取組むべきである。 

それでは、企業は実際にどのような姿勢で取組んでいけば良いのだろうか。CSR 経

営を実践することで競争優位を築く為には、3つの姿勢が必要である。 

①CSR経営は自主的な取組である。 

CSR経営の本質は、企業が不祥事から逃れるといった消極的な取組ではなく、企業 

自身が主導権を握ることによって、将来競争力の強化に繋げていくという、極めて前

向きな取組である。 

  企業のすべてが横並び的に同じような取組を行うのであれば、企業活動の社会性の

平均値が高まるという社会的効果は見込めるが、競争優位を獲得するという経営的効

果は見込めない。自社が属する業界や自社の業態、ビジネス基盤の特性、ビジネス・

バリューチェーン等を分析することで、自社の強みや弱み、そして競争優位の源泉を

見込めることが、自主的な取組を行う為の第一歩となる。 

②CSR経営は攻めの取組である。 

CSR 経営の実践に際しては、リスク回避という守りの姿勢ではなく、チャンス拡大

という攻めの姿勢で取組む必要がある。 

  リスク回避というのは守りの戦略である為、競争優位の前提条件にはなっても、競

争優位の源泉とはならない。しかし、一般に企業経営者がCSR経営を実践しようとす

る際には、最低限やらなければいけないことだけに取組もうとする。従って、守りの

姿勢になりがちである。これでは、せっかくの取組が競争優位に結びつくことはない。

つまり、企業経営者は、CSR 経営の実践によって競争優位を築けるという可能性に着

目し、守りではなく、攻めの姿勢で実践することが成功企業の条件となる。 

  ③CSR経営は日常の取組である。 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CSR 経営のビジョンや戦略がトップダウンで決定されたものであったとしても、そ

れが全社のビジネスプロセスに効果的に組み込まれ、日常的に実践されなければ、効

果を発揮しない。 

  CSR経営を社内に効果的に展開する為には、CSR経営に取組むことの経営的意義を分 

かりやすく説明することが必要である。何故なら、企業は、利潤追求という営利企業

としての論理を持っており、それに合致しない取組で、全社を巻く込むような取組は、

あり得ない為である。更に、既存の経営手法を軸とした社内展開や、社内教育・トレ

ーニング、現場を巻き込んだアイデァ公募、取組の成果を認める為の報酬との連動等

を合わせて展開することで、全社の日常的な取組として組み込んでいくことが可能で

ある。 

 

(2)CSR 経営ビジョンの策定 

  自社の独自性や社内外の環境を踏まえたCSR経営のビジョンを策定し、競争優位の 

源泉を見極める為には、「CSR経営ビジョン策定フレーム」(図表3)の活用が有効であ 

る。この仕組みはWhy(何故)、Whom(誰に)、What(何を)、How(どのように)の3W1H 

の4要素を軸に構成されている。この3W1Hを一通り議論したら、CSR経営ビジョン 

を明文化できる。 

�� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� �� ��
                    
$ 
¯ ���� �$�4�3�&�æ�Ï �´ �ã �ï �f �� �Ñ�è �” �Ü 
 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

                                                      (出所)  筆者が作成した 

 

まず、Whyでは、「何故CSR経営に取組むのか」という経営視点からの目的を議論す 

る。これは、企業ブランド価値の向上や、ビジネス展開基盤の確立、事業活動への 

CSR経営 
ビジョン 

WHY 

株主 

顧客 

取引先 

従業員 

地域社会 

環境 

雇用 

教育 

人権 

… 
原材料 加工 流通 販売 サービス 

ビジネス・バリューチェー

ン 

Whom 

How 

What 
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直接的な貢献等、企業によって目的が異なる。 

  次に、Whom、つまり「誰に対して」というステークホルダーについて議論する。企 

業には多様なステークホルダーが存在する。企業活動において、或は社会的責任の観 

点から、どのステークホルダーがどのような要請を抱いているのか、或は、どのステ 

ークホルダーを重視する必要があるのか、更に、どのステークホルダーにアプローチ 

することが最も効果的・効率的か、等を見極めることで、限られた経営資源を有効に 

活用したCSR経営の実践が可能となる。 

Whomが明確になったなら、次にWhat,つまり「何を」について議論する。Whatでは、 

どのような社会的課題に対して、手を打つべきかについて議論する。世の中には、多 

種多様な社会的課題が山積している。企業が取組む場合には、無数の社会的課題の中 

から、自社が取組むべきものを抽出する必要がある。どのテーマで取組むのか、具体 

的にどんな課題に取組むのか、それは自社のビジネスとどのような関係があるのかを 

見極めることで、取組むべき対象を絞り込む。 

  続いてHow、つまり、「どのように取組むのか」を論議する。これは、自社のビジネ 

ス・バリューチェーンに目うぃ向けることが効率的であり、ビジネス・バリューチェ 

ーンごとに具体的な手法について議論を進める。 

 

(3)CSR 経営戦略の構築 

  CSR 経営ビジョンが策定されたら、このビジョンを最も効果的・効率的に達成する

為の戦略を打ち立てる必要がある。CSR 経営戦略の構築では、経営管理手法の 1 つで

ある｢バランス・スコアカード｣を活用することで、無駄のない目的志向型の戦略構築

を行う。 

  バランス・スコアカードは、組織や活動の戦略策定と評価制度の構築を効果的に支

援するフレームワークである。1990 年代初頭に米国ハーバード大学のロバード・S・

カプラン教授らによって開発された（12）。 

  このフレームーワークは、｢財務｣｢顧客｣｢社内プロセス｣｢学習と成長｣という相互背

反を引き起こしかねない経営管理の側面を多面的にバランスよく再編し、また、短期

及び中長期に重要となる施策をも評価・管理の対象とすることを狙いとしている。CSR

に関しても、このバランス・スコアカードを活用することで、効果的な戦略策定が可

能である。 

バランス・スコアカードの｢戦略マップ｣(図表 4)を活用した具体的な戦略展開プロ

セスは、次のようになる。 

①策定したCSR経営ビジョンを戦略マップの最上位の目標として揚げる。 

  ②ステークホルダーの視点には、ビジョンを達成する為に焦点を当てるべき重点ス   

    テークホルダーを揚げ、これらのステークホルダーに対してどのような動きかけ 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 を行うことが最も効果的かを議論し、その具体戦略を複数揚げる。 

  ③ステークホルダーの視点に揚げた戦略目標を基点に、下位へ戦略目標を設定し、 

    戦略の縦方向の流れを描く。 

  ④戦略目標ごとに、その達成度を測る定量成果指標を設定する。 

 

 

          
$ 
¯ ���� �Ì �å �ï �µ �~�µ �¯ �ž �§ �” �Å�› �Æ�; �` �h �$�4�3�&�æ
“ �t �w�Ï �™�« ��

                                       

 

(出所)  吉川武男『バランス・スコアカード入門̶導入から運用まで』生産性出版 2001年 を一部参考 

      にして、筆者が作成した 

 

(4)PDCA の仕組みと推進体制の構築 

  CSR経営ビジョンを戦略に落し込むことが出来たら、PDCA(Plan)Do�µCheck�µAction 

CSR実践による 
企業成長基盤の確立と 
長期的な利益の拡大 

ステークホルダーからの信頼 

獲得によるブランド価値向上 売り上げ増 
リスクを回避すること 
による競争優位の確立 

NGOの要請に対して 
明確に説明責任を果たす 

重点顧客の 
ロイヤルティ向上 

潜在顧客に対して社会性に 
配慮した製品をアピール・提供し 
新たなファン層を確立する 

事業部門との提携 
による実行 

NGOとの連携に 
よる情報収集の強化 

連携NGOの 
調査・選定 

優先課題の 
洗い出し 

重点顧客のニーズに 
マッチしたプログラム 

開発 

社員のボランテｨア 
活動の支援 

取引先の再検討 

社会性視点からの 
商品開発プロセス創出 

事業部門 
との連携 

NPOとの 
ネットワークの構築 

社会的課題の調査・ 
優先順位づけ 

事業部門の 
ニーズ把握 

ビジネス・バリュー 

チェーンの再点検 

●投資家評価 

●納得数 

●連携数 

●情報蓄積量 

●選定要件整備の有無 ●報告会議数 

●重点顧客 
満足度 

●開発数 

●商品売上高 

●参加数、 
●社員満足度 

●検討期限 

●連携数 

●構築数 
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：計画・実行・評価・改善)の仕組み(図表 5)を構築し、CSR を推進する体制を整える

必用がある。 

 PDCAの仕組みを構築する際には、既に各企業に導入されている経営管理手法とCSR 

の取組を融合させることで、最も効果的である。特に評価と改善のプロセスは、ステ 

ークホルダーの意見をフィードバンクし、CSR経営の取組を見直し、改善するという 

点で重要である。PDCAの仕組みは、何回か繰り返し行い、このサイクルを見直す中 

で、その企業に合ったものが構築されるものと考えられ、一度行うだけではその効果 

は見えにくい。評価にいつては、企業内部における評価と外部からの評価の二つに分 

けられる。企業内部の評価の方法の一つとして、従業員に対する意識調査である。こ 

れは、理念や計画がきちんと浸透しているのか、或は計画通りに行動した場合にジレ 

ンマを感じることはないのか、現場でリスクに感じることがないかといった点を従業 

員から引き出し、分析するものである。また、外部評価としては、様々なステークホ 

ルダーやその代表者に対する問題点・改善点に関する意識調査、意見聴取等が考えら 

れる。こうした内外の意識、意見をPDCAに取組んでいくことはCSR経営の信頼性を 

高めることに繋がると考えられる。 

環境経営で有名な企業であるリコーでは、バランス・スコアカードの同社バージョ

ンである「社会的責任フレームワーク」に基づき、誠実な企業活動、環境との調和、

人 間尊重、社会との調和の4つの領域において合計11の戦略目標を設定し、その達

成度についてモニタリングを実施している。また、全てのスタッフは、これらの戦略

目標と連動した個人レベルでCSRに関する目標を持って、積極的に取組んでいる。リ

コーでは、自社の経営管理手法に合わせたPDCAシステムを構築することで、CSR経営

の取組を事業活動のあらゆる局面に影響を与えるレベルまで浸透し・徹底させること

に成功している。 

                                
$ 
¯ ���� �1�%�$�" �w�“ 
Ê�ˆ ��

 

                                                        (出所)  筆者が作成した 

アクション 
プランの構築 

CSR戦略の 
実行・展開 

取組の改善 

PDCA 

Plan 

Do 

Check 

Action 

成果の確認 
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また、CSR経営を推進する体制については、2003年1月1日に社長直轄の「CSR室」 

及びグループ全体でのCSRを推進するCSR委員会を設置した。CSRに関連する事項 

を包括的に統括する専門部署を設置したのは、リコーが日本で初めてとなる。CSR 室

は6名(内兼務1名)の組織で、販売、法務、人事、環境部門の出身者で構成されて 

いる。CSR委員会は、リコー本社主管機能部門、事業部門、そして主要関連会社7社 

の各組織のスタッフ50余名からなるCSR委員で構成されている。CSRに関する諸施 

策の審議・展開と進捗状況の管理を行い、トップへの報告を行う機能を有す。CSR委 

員会は、CSR担当役員が委員長となり、CSR室が事務局を勤め、年4回開催される（13）。 

 

V  CSR 経営の展開に向けて 

  CSR 経営は、企業の競争力の強化や成長基盤の確立の為に貴重な機会を与えてくれ

ている。企業経営者は、早期にその潜在する機会に気づき、攻めのCSR改革に着手す

べきである。それは、自社の発展・成長の為になることは勿論、社会の発展にも寄与

する意義深い活動となる。 

  経済的要請と社会的要請の双方を満足させる課題解決の道筋を自ら見出すプロセス

こそが、CSR改革の難しさであり、面白さでもある。両立することが出来るか否かは、 

企業の戦略的思考の有無にかかっている。社会使命と利益成長を同時に果たせること

は、企業経営者や株主にとって何よりの満足ではないか。 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(1)山城章「経営の社会的責任論」『経営評論』1949年12月 

(2)「守りの倫理」と「攻めの倫理」は野村総合研究所から引用 

(3)厚生省 国立社会保障･人口問題研究所の中位推計より 

(4)Social Investment Forum “2001 Trends Report”により 

(5)日興アセットマネジメントは日興エコファンドを1999年8月20日に設立した 

(6)http://www.csrjapan.jp/sri/iandf/kokunai.html 

(7)http://www.env.go.jp/policy/kinyu/rep_h1506/ 

(8)2003年5月4日テレビ放送『NHKスペシャル地球市場̶巨大企業対NGO』 

(9)http://www.aeon.info/topvalu/topvalu/index.html 

(10)http://isoweb.jma.or.jp/seminar/g000/g002.html 

(11)http://www.doyukai.or.jp/whitepaper/articles/no15.html 

(12)Robert S. Kaplan＆David P. Norton The Strategy-Focused Organization: How Balanced Scorecard 

Companies Thrive in the New Business Environment  Harvard Business School Pr.  2000 

(13)『リコーグループ社会的責任経営報告書2004』により 

 

�€ �ß�� �Y��

森本三男『企業の社会的責任の経営学的研究』白桃書房、1994年 

吉川武男『バランス・スコアカード入門̶導入から運用まで』生産性出版、 2001年 

高 巌『CSR̶企業価値をどう高めるか』日本経済新聞社、 2004年 

岡本 享二『CSR入門̶企業の社会的責任とは何か』日本経済新聞社、2004年 

谷本寛治『CSR経営̶企業の社会的責任とステイクホルダー』中央経済社、 2004年 

中央青山監査法人『CSR実践ガイド̶内部統制から報告書作成まで』中央経済社、2004年 

日本規格協会編『CSR 企業の社会的責任--事例による企業活動最前線』日本規格協会、 2004年 

足達英一郎・ 金井司『CSR 経営と SRI̶企業の社会的責任とその評価軸』金融財政事情研究、2004

年 

水尾順一『CSR マネジメント̶ステークホルダーとの共生と企業の社会的責任』生産性出版、2004

年 

http://www.aeon.info  (イオンのホームページ、2004年12月) 

http://www.ricoh.co.jp  (リコーのホームページ、2004年12月) 

http://www.csrjapan.jp  (CSR Archiveのホームページ、2004年12月) 

http://www.doyukai.or.jp  (経済同友会のホームページ、2004年12月) 

http://www.daiwa.jp  (大和證券グループのホームページ、2004年12月) 

http://www.nikkei.co.jp/csr/index.html(日経CSRプロジェクトのホームページ、2004年12月) 


